
積丹町産業交流雇用対策推進施設（岬の湯しゃこたん）民間譲渡等に関する基本協定書（案） 

 

積丹町（以下「甲」という。）と ○○○○○○（以下「乙」という。）は、積丹町産業交流雇用対

策推進施設（岬の湯しゃこたん）の民間譲渡等に係る公募型プロポーザル方式により選定された事

業者の実施事業（以下「本事業」という。）に関して、次のとおり基本協定（以下「協定」という。）

を締結する。 

 

（定義） 

第１条 本協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 募集要項 甲が本事業に関して令和３年７月３０日に公表した募集要項をいう。 

(2) 応募関係書類 乙が本事業に関して甲に提出した管理経営に関する事業計画書等をいう。 

(3) 町有財産譲渡契約書 本事業に関して甲乙が締結する譲渡契約書をいう。 

(4) 土地使用貸借契約書 本事業に関して甲乙が締結する使用貸借契約書をいう。 

 

（目的） 

第２条 本協定は、本事業を対象とした公募型プロポーザルにより、本事業の実施を担う者として

乙が選定されたことを確認し、本事業の誠実な実施を約するため必要な基本的事項を定めること

を目的とする。 

 

（本事業の履行） 

第３条 乙は、積丹町産業交流雇用対策推進施設（岬の湯しゃこたん）の有効かつ長期活用と本町

の地域の活性化への貢献の重要性を深く認識し、募集要項に従い甲に提出した応募関係書類の各

項目を誠実に遵守しなければならない。 

２ 第１項に規定するほか、乙は、本事業の実施にあたり甲から協力を求められた場合、その趣旨

を尊重しなければならない。 

 

（町有財産譲渡契約書及び土地使用貸借契約書の締結） 

第４条 甲と乙は、この協定を約するため、町有財産譲渡契約書及び土地使用貸借契約書を締結す

る。但し、契約の締結については、それぞれの契約条項により積丹町議会の議決を要する。 

 

（有効期間） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定が締結された日を始期とし、町有財産譲渡契約書又は土地使

用貸借契約書の効力が終了した日を終期とする期間とする。 

 

（誠実協議） 

第６条 この本協定に定めのない事項について必要が生じた場合又は疑義が生じた場合は、その都

度、甲及び乙は誠意をもって協議により解決するものとする。 



 

 

上記の協定の成立を証するため、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、各自その１通を保

有する。 

 

 

 

令和 年 月 日 

 

 

 

 

甲 北海道積丹郡積丹町大字美国町字船澗４８番地５ 

積丹町長  松 井 秀 紀 
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